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ご あ い さ つ 

 

 

近年のＩＣＴ（情報通信技術）の進展は目覚ましく、

私たちが生活するうえで、もはや欠かすことのできない

存在です。 

このような中、国は「世界最先端デジタル国家創造宣

言・官民データ活用推進基本計画」を掲げ、ＩＣＴを最

大限活用した簡素で効率的な社会システムを構築し、国

民が安全で安心して暮らせ、豊かさを実感できる社会の

実現を目指しているところです。 

 

本町におきましても、町民サービスの向上・高度化や効率的な行政運営の実現に向け

て、ＩＣＴの積極的な活用を進めてまいりました。この間にも、スマートフォンやタブレ

ット等の急速な普及により、ＩＣＴの活用はますます身近な存在となり、さらに近年では

ＡＩ（人工知能）も私たちの生活の中で利用されています。 

 

これらの状況を踏まえ、この度、本町の情報化について今後５年間の方向性を示す「市

川三郷町第２次地域情報化計画」を策定いたしました。 

この計画の基本理念は、『みんなで　つながる　市川三郷』です。情報化の推進にあた

っては、本町に暮らす住民ひとりひとりを主人公と考え、それぞれの年代や環境に合った

効果的なＩＣＴの活用を検討し推進してまいります。 

 

また、当計画を策定するにあたり、皆様のご意見を反映するため実施した、「情報化に

関する住民アンケート」におきまして、多くの町民の皆様から貴重なご意見をいただきま

したことに厚く御礼を申し上げます。 

 

 

令和3年3月                

 

   市川三郷町長　 久保　眞一      

 

  

 



目　　　　次 

 

第１章 第２次地域情報化計画の概要 .............................................................................................................. 1 

１ 計画の目的 .................................................................................................................................................1 
２ 計画の位置付け ..........................................................................................................................................1 
３ 計画の期間 .................................................................................................................................................2 

第２章 本町を取り巻く社会環境の変化 ...........................................................................................................3 

１ ICT を取り巻く国の動向 ........................................................................................................................... 3 
２ 山梨県の情報化の取組 ...............................................................................................................................9 
３ 本町の情報化の取組 .................................................................................................................................10 

第３章 情報化に関するアンケート調査 .........................................................................................................12 

１ 住民アンケート ........................................................................................................................................12 

第４章 情報化施策の展開 ..............................................................................................................................22 

１ 情報化施策の展開に向けての整理 ........................................................................................................... 22 
２ 計画推進に関する基本方針 ......................................................................................................................25 
３ 具体的な個別の施策と計画 ......................................................................................................................28 

第５章 推進体制 ............................................................................................................................................ 48 

１ 計画の推進体制 ........................................................................................................................................48 
２ 職員研修 .................................................................................................................................................. 48 
３ 推進スケジュール .................................................................................................................................... 49 

付録 
１ 用語集 ......................................................................................................................................................50 
２ 住民アンケート結果 .................................................................................................................................54 



第１章　第２次地域情報化計画の概要 

― 1 ―

２　計画の目的 

市川三郷町（以下「本町」という。）は、2007（平成 19）年に「市川三郷町地域情報化計

画」を策定し、行政サービスの利便性向上、地域の活性化、効率的な行政運営を目指し、情報

化の取り組みを進めてきました。  

そこで、引き続き行政と地域の情報化へ向けた課題などに対して、本町のあるべき姿を明確

にし、地域社会と行政とが一体となってＩＣＴ1を総合的・効率的に活用することで住民の生活

向上を図るため、新たな地域情報化計画を策定するものです。 

３　計画の位置付け 

本計画は、「市川三郷町第２次総合計画」を上位計画とし、同計画の実現をＩＣＴの側面から

も推進するために情報化の取り組みについて示すものです。 

また、2016（平成 28）年 12 月、官民が保有するデータ利活用のための環境を総合的かつ

効果的に整備するため、「官民データ活用推進基本法」（平成 28 年法律第 103 号）が公布・施

行され、さらに 2018（平成 30）年 6 月には「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民デー

タ活用推進基本計画」が策定されました。この中で、市町村に「市町村官民データ活用推進計

画」を策定することを努力義務と定めるとともに、情報化計画が存在する場合には、「市町村官

民データ活用推進計画の構成」を取り入れることで「市町村官民データ活用推進計画」として

活用できるとしていることから、本計画を「市町村官民データ活用推進計画」としても位置付

けます。 

 

 

１　第２次地域情報化計画の概要　　　　　　　　　　　　

1 付録‐1 用語集⑳
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４　計画の期間 

本計画の期間は、2021（令和 3）年度から 2025（令和 7）年度までの５年間とします。 

ただし、計画期間の５年間において、ＩＣＴの進展や町民ニーズ、国や山梨県の動向に大きな

変化等があった場合は、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

 

 
計画期間（年度） 2017 

平成 29

2018 

平成 30

2019 

令和元

2020 

令和 2

2021 

令和 3

2022 

令和 4

2023 

令和 5

2024 

令和 6

2025 

令和 7

2026 

令和 8

 
第 2 次総合計画

 
第 2 次地域情報化計画
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６　ＩCT を取り巻く国の動向 

（１）世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画 

我が国のＩＣT 政策は、2001（平成13）年に、「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略

本部」（ＩＴ総合戦略本部）を設置し、「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」を策定することにより、全ての

国民がＩＴを積極的に活用し、その恩恵を最大限に享受できるための取り組みを開始しました。 

2013（平成 25）年から 2016（平成 28）年までは、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」の

名称もと、ＩＴの利活用を重点にＩＴ政策が推進されてきました。 

2016（平成 28）年 12 月には、「官民データ活用推進基本法」で規定された「官民データ

活用推進基本計画」との一体化を図り、2017（平成 29）年 5 月に「世界最先端ＩＴ国家創

造宣言・官民データ活用推進基本計画」が策定され、2018（平成 30）年 6 月の閣議決定に

より、その名称を「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」に改め

ました。 

本計画では、国民が安全で安心して暮らせ、豊かさを実感できる社会の実現を目指し、政府

ＣＩＯ制度創設以降の着実な取り組み・成果の拡充・横展開に着目し、デジタル改革を断行す

るため、5 つの重点取り組みを掲げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このほか、日本経済の再生に向け、円高・デフレから脱却し、強い経済を取り戻すための成

長戦略を実現すること等を目的として、2012（平成 24）年 12 月に日本経済再生本部を設

置しました。その下で 2016（平成 28）年 9 月から未来投資会議を開催し、第４次産業革命

をはじめとする将来の成長に資する分野における大胆な投資を官民連携して進め、「未来への

投資」の拡大に向けた成長戦略の策定に向けた具体的な議論を行っています。 

2019（令和元）年 6 月には、「成長戦略実行計画」等を閣議決定し、ＩＣＴ分野について

は、デジタル市場のルール整備、スマート公共サービス等の取り組みを進めていくこととして

います。 

 

 

５　本町を取り巻く社会環境の変化

「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」 

５つの重点取組事項 

１．デジタル技術を徹底的に活用した行政サービス改革の断行 

２．地方のデジタル改革 

３．民間部門のデジタル改革 

４．世界を先導する分野横断型「デジタル改革プロジェクト」 

５．基盤技術、人材育成、体制拡充・機能強化 
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（２）電子政府の推進 

電子政府は「デジタル・ガバメント2」と称し、行政分野へのＩＣＴの活用とこれに併せた

業務等の見直しにより、行政の合理化、効率化および透明性の向上や国民の利便性の向上を図

ることを目的としています。行政管理局では、政府ＣＩＯと協力し、電子政府に関する各府省

の施策の統一性・総合性確保と積極的推進のための企画・立案・調整を行っています。 

政府は、2003（平成 15）年 7 月に「電子政府構築計画」（2004（平成 16）年 6 月一

部改訂）を閣議決定し、2006（平成 18）年 8 月に「電子政府推進計画」を策定するなどし

て、「電子政府」という名称のもと、行政内部事務の効率化や各手続のインターフェースのオ

ンライン化等に取り組んできました。また、政府ＣＩＯ設置以降、府省庁の壁を越えた取り組

みや地方公共団体まで含めた取り組みを進めてきました。 

今後はこうした取り組みをさらに拡大し、政府・地方・民間全てに通じたデータの連携やサ

ービスの融合を実現し、世界に先駆けた電子政府の実現を目指すとしています。 

以下は、電子政府の推進に向けた主な取り組みです。 

 

①業務・システム最適化の推進 

政府は、簡素で効率的な政府の実現に向けて、各府省の業務および情報システムについて、

1.業務の制度面・運用面からの見直し、2.事務処理の電子化・共通化、3.システムの一元

化・集中化等により、業務・システムを効率化・合理化する取り組みを進めています。 

具体的には、各府省において業務および情報システムを、最適なものとするための計画

（最適化計画）を策定し、情報システムの運用コスト等の削減や業務処理時間の削減を図っ

ています。 

 

②政府共通的な情報システムの整備 

政府共通プラットフォーム（ＰＦ）は、2013（平成 25）年 3 月から、府省共通システ

ムや中小規模の情報システムを中心に、各府省が整備・運用するシステムの稼働に必要なＩ

Ｔリソースを共通化して提供しています。2020（令和 2）年 10 月からは、クラウドサー

ビス3を活用した「第二期政府共通プラットフォーム」の運用を開始しています。 

政府共通ネットワークは、全府省、国会、裁判所等を接続する政府内部の専用通信ネット

ワークです。利用機関間のメール送受信や府省共通システムの利用等は当ネットワークを介

して行われており、総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ4）を通じて地方公共団体とも接続し

ています。 

 

③オンラインによる行政サービスの向上 

行政情報の電子的提供業務は、国民等への行政情報の提供を目的とするホームページ等の

情報提供サイトに必要な情報を掲載する業務で、各府省の各機関（本府省、地方支分部局、

施設等機関等）が、それぞれホームページ等を整備・運用し、情報の掲載等を行っています。

また、各府省が提供する情報に利用者がアクセスしやすくするため、総務省行政管理局にお

2 付録‐1 用語集⑥
3 付録‐1 用語集③
4 付録‐1 用語集㉓
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いて、これらの情報への総合的な検索・案内機能を持った 「電子政府の総合窓口（ｅ－Ｇ

ｏｖ）」を 2001（平成 13）年 4 月から 整備・運用しています。 

行政手続のオンライン化については、「ｅ―Ｊａｐａｎ戦略」2001（平成 13）年 1 月

22 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）において、「2003 年までに、国が

提供する実質的にすべての行政手続きをインターネット経由で可能とする。」と定められた

ことを受け、「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（行政手続オンライ

ン化法）」（2002（平成 14）年法律第 151 号）等を制定し、基盤整備を進めてきました。 

2019（令和元）年度には、「行政手続オンライン化法」を改正した「情報通信技術を活

用した行政の推進等に関する法律（デジタル手続法） 」（2019（令和元）年 12 月 16 日

施行）が施行されるともに、同法等に基づく「デジタル・ガバメント実行計画」（2019

（令和元）年 12 月 20 日閣議決定）が策定されました。 

国は行政のあらゆるサービスが最初から最後までデジタルで完結されるよう、行政サービ

スの 100％デジタル化の実現に向けて取り組んでいます。 

 

（３）マイナンバーカード5の活用 

2015（平成 27）年 10 月からマイナンバー6の通知（通知カード配布）、2016（平成 28）

年 1 月からマイナンバーの利用とマイナンバーカードの発行が開始されました。 

マイナンバーは、社会保障、税、災害対策の分野で効率的に情報を管理し、複数の機関が保

有する個人の情報が同一人の情報であることを確認するために活用されます。その際、通知カ

ードであれば、運転免許証や旅券等他の本人確認書類が必要となりますが、マイナンバーカー

ドがあれば、一枚で番号確認と本人確認が可能となります。 

以下のような様々な場面で、手続きを簡易に行えるメリットがあります。 

 

5 付録‐1 用語集⑭
6 付録‐1 用語集⑮
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マイナンバーカードの活用についても、2021（令和 3）年から健康保険証として利用できる

ようにするほか、将来的には運転免許証との統合も計画されており、カードの普及を推進して

います。 

また、公共施設などの様々な利用者カードをマイナンバーカード一枚にするとともに、各自

治体のボランティアポイントや健康ポイントや、クレジットカードなどのポイントやマイレー

ジを地域経済応援ポイントとして還元するなどして、地域の消費拡大につなげることを目的と

した「マイキープラットフォーム7構想」が 2017（平成 29）年 9 月からスタートしました。 

その一環として、総務省がキャッシュレス決済事業者と連携し、マイナンバーカード保有者

を対象にポイント還元を行う、「マイナポイント事業」が、2020（令和２）年 9 月から

2021（令和 3）年 9 月まで行われる見込みです。 

2017（平成29）年にはマイナンバーカードを利用した、マイナポータル8の本格運用が開

始され、子育てや介護をはじめとする行政手続きがワンストップでできるようになり、また行

政機関からのお知らせを確認できるようになりました。今後もオンラインで様々な行政手続き

ができるよう拡充される予定となっています。 

 

（４）Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 

国は、今後目指していく社会像として「Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0」を掲げています。 

この社会は、狩猟社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ1.0）・農業社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ2.0）・工業社会

（Ｓｏｃｉｅｔｙ3.0）・情報社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ4.0）の次に到来するものとされ、サイバ

ー空間と現実世界を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立す

る人間中心の社会のことを指します。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 は、国の「第 5 期科学技術基本計画」において提唱されたものであり、

「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」においても、デジタル技

術9が浸透した目指すべき社会像として十分に踏まえるべきものとされています。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 の実現には、デジタル化が必須となりますが、国は、Ｓｏｃｉｅｔｙ

5.0 時代にふさわしいデジタル化の条件として、（1）国民の利便性を向上させるデジタル化

（2）効率化の追求をめざしたデジタル化（3）データの資源化と最大活用につながるデジタ

ル化（4）安全・安心の追求を前提としたデジタル化（5）人にやさしいデジタル化の 5 つを

掲げています。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 が実現すると、ＩｏＴ10で全ての人とモノがつながり、様々な知識や情

報が共有され、新たな価値を生み出し、課題や困難を解決し克服することができます。また、

ＡＩ11の普及により、業務の効率化や新たな商品・ビジネスモデルの開発等につながります。 

さらにロボットや自動走行技術により、これまで人の力に頼っていたものが自動化されるた

め、少子高齢化や過疎化、貧富の格差など複数の課題の同時解決につながります。この様にＳ

ｏｃｉｅｔｙ5.0 を通じて、社会の複数の課題を同時に解決することができれば、持続可能な

社会を形成することができ、ひいては国連が掲げるＳＤＧｓにも貢献することが期待できます。 

7 付録‐1 用語集⑫
8 付録‐1 用語集⑬
9 付録‐1 用語集⑦
10 付録‐1 用語集㉒
11 付録‐1 用語集⑰
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（５）東京オリンピック・パラリンピックと最新ＩＣＴ 

ＩＣＴによる暮らしの変化は、新たな製品やサービスが徐々に家庭や職場に普及していくこ

とで少しずつ実現する場合もあれば、節目となるイベントの開催を契機として一挙に実現する

場合もあります。そうしたイベントの代表例として、オリンピック・パラリンピックを挙げる

ことができます。例えば、1964（昭和 39）年の東京オリンピック開催が、我が国でカラー

テレビが急速に普及する契機となったことはよく知られていることです。 

国では、新型コロナウィルスの影響で 2020（令和 2）年から 202１（令和 3）年７月に

開催延期になった東京オリンピック・パラリンピック競技大会も、そうしたＩＣＴによる社会

変化の起爆剤となると期待しています。そのため、東京オリンピック・パラリンピック競技大

会におけるＩＣＴ利活用の可能性を、総務大臣主宰の「2020（令和 2）年に向けた社会全体

のＩＣＴ化推進に関する懇談会」で示しています。 

その中では、無料公衆無線 LAN 環境の整備、多言語音声翻訳システム の高度化、日本の

魅力を海外に発信する放送コンテンツの海外展開、4K・8K やデジタルサイネージ12の推進、

第5世代移動通信システム（5Ｇ13）の実現、オープンデータ14 の活用、サイバーセキュリティ

対策等の向上を図るべく、社会全体のＩＣＴ化の推進に向けたアクションプランの検討を推進

するとしています。 

 

 

12 付録‐1 用語集⑧
13 付録‐1 用語集㉗
14 付録‐1 用語集①
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（６）デジタルトランスフォーメーション15（DX） 
進化したデジタル技術を人々の生活に取り入れ浸透することで、より良い豊かなものへと変

革するという概念であり、既存の価値観や枠組みを根底から覆し、革新的なイノベーションを

もたらすことを意味します。 

2020（令和 2）年に、政府において「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が決

定され、目指すべきデジタル社会のビジョンとして「デジタルの活用により、一人ひとりのニ

ーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、

人に優しいデジタル化～」が示され、総務省では「自治体デジタル・トランスフォーメーショ

ン（D X）推進計画」を策定しました。 

そこでは、重点取り組み事項として次の事項が挙げられています。 

l 自治体の情報システムの標準化・共通化 

l マイナンバーカードの普及促進 

l 自治体の行政手続きのオンライン化 

l 自治体の A I・R P A16の利用推進 

l テレワーク17の推進 

l セキュリティ対策の徹底 

本町でもこの考え方に基づき、デジタル技術を駆使することで、住民サービスの向上と、業

務の効率化に取り組む必要があります。 

 

（７）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けたデジタル技術の活用 
ＳＤＧｓは、先進国・途上国すべての国を対象に、経済・社会・環境の 3 つの側面のバラ

ンスが取れた社会を目指す世界共通の目標として、2015（平成 27）年 9 月に国連で採択さ

れました。貧困や飢餓、水や保健、教育、医療、言論の自由やジェンダーなど、人々が人間ら

しく暮らしていくための社会的基盤を 2030（令和 12）年までに達成するという目標になっ

ていて、17 のゴール（目標）とそれぞれの下により具体的な 169 項目のターゲット（達成

基準）があります。 

ＳＤＧｓは、先進国、途上国を問わず、持続可能な開発を統合的取組として推進するもので

あり、多様な目標の追求は、日本の各地域における諸課題の解決に貢献し、地方の持続可能な

開発、すなわち地方創生を推進するものです。 

地方創生は、少子高齢化に歯止めをかけ、地域の人口減少と地域経済の縮小を克服し、将来

にわたって成長力を確保することを目指しています。地方が将来にわたって成長力を確保する

には、人々が安心して暮らせるような、持続可能なまちづくりと地域活性化が重要です。特に、

急速な人口減少が進む地域では、暮らしの基盤の維持・再生を図ることが必要となります。 

こうした時代において、今後は、ＩｏＴであらゆるモノが各種センサーを介してネットワー

クでつながり、ＡＩやロボットにより「人との協働」が生まれると考えられています。このよ

うな革新的なデジタル技術によるサービスは、社会生活に大きな変化をもたらす可能性があり、

これらの技術はＳＤＧｓの達成にも大きく貢献するものと考えられます。  

15 付録‐1 用語集⑩
16 付録‐1 用語集㉕
17 付録‐1 用語集⑪
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７　山梨県の情報化の取組 

（１）山梨県ＩＣＴ・データ活用推進計画（山梨県官民データ活用推進計画） 

山梨県では、「山梨県ＩＣＴ・データ活用推進計画」を「官民データ活用推進基本法」

（2016（平成 28）年 12 月公布・施行）で都道府県に策定が義務付けられている「官民デ

ータ活用推進計画」に位置付けています。　 

「山梨県ＩＣＴ・データ活用推進計画」は、令和２年度から令和４年度までの山梨県のＩＣ

Ｔ施策の方向性を示したものであり、行政手続きのオンライン化、オープンデータの推進とい

った、官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な方針を示すとともに、ＩｏＴ、

ＡＩの活用など山梨県独自の施策も含まれています。 

　　　 
「山梨県ＩＣＴ・データ活用推進計画の概要」 

 
 

（２）デジタルトランスフォーメーション（D X）の推進 

山梨県では、総合計画で目指している「県民一人ひとりが豊かさを実感できるやまなし」の

実現に向け、ＩＣＴを最大限活用し、デジタルトランスフォーメーションを進めています。 

そのため、山梨県デジタルトランス フォーメーション（ＤＸ）推進本部を設置し、2020

（令和 2）年 3 月に策定した山梨県ＩＣＴ・データ活用推進計画を改定し、ＤＸ推進のため

の新たな計画を策定することが決定しました。行政手続きのオンライン化や行政事務の効率、

データの効果的な利活用について検討を行います。  
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８　本町の情報化の取組 

（１）地域情報化計画 

本町では、これまで様々な情報化の取組を行ってきましたが、ＩＣＴを活用した窓口サービ

スの実現として、電子申請や電子納付できるサービスの拡充やコンビニ交付の開始も検討して

います。また、オープンデータの取り組みとして、ＡＥＤ設置箇所一覧、観光施設一覧、公衆

無線ＬＡＮアクセスポイント一覧、公共施設一覧を公開しました。 

そのほかにも、文部科学省が推進するＧＩＧＡスクール構想18に基づいた小中学校の情報通

信環境の整備や図書館総合情報システムの拡充、住民の情報リテラシー19向上のためのＩＣＴ

講習会を行ってきました。 

今後も、5 年ごとに策定する地域情報化計画に基づき、本町の情報化を推進していきます。 

 

（２）本町が現在行っている情報サービス 

 
分類 No. サービス名 概　　要

 ホームページ 1 町ホームページ ・ 町に関する情報を提供・発信するサイト

 ２ 広報紙アーカイブ ・ 過去の広報紙を閲覧できるサービス

 3 申請書ダウンロード ・ 各種手続に係る申請書をダウンロードす

ることができるサービス

 ４ 例規検索システム ・ 町の条例や規則等を検索し、閲覧するこ

とができるサイト

 ５ 図書館蔵書検索 ・ 町立図書館の書籍をタイトルや出版者な

どで検索できるサイト

 ６ オープンデータ ・ 本町の所有するデータを二次利用可能な

データとして公開

 ７ ライブカメラ ・ 町内に設置しているライブカメラの映像

をストリーミングしているサイト

 8 神明の花火特設サイト ・ 駐車場情報や有料観覧席案内など神明の

花火をまとめたサイト

 ９ 市川三郷町議会　会議録検

索システム

・ 町議会の会議録を検索するシステム

 電子申請 

サービス

10 やまなしくらしねっと電子

申請サービス

・ 行政手続きの一部を電子申請できるサー

ビス

 11 やまなしくらしねっと施設

予約サービス

・ 庁内施設の一部をオンライン利用予約で

きるサービス

 12 やまなしくらしねっとメー

ルマガジンサービス

・ 登録者に対し一斉にメールマガジンを配

信するサービス

 公衆無線 LAN 13 市川三郷 Free Wi-Fi ・ 各庁舎や各学校で公設のフリーWi-Fi を

使えるサービス

 SNS20 14 町公式 Twitter アカウント ・ ふるさと納税のＰＲに活用

 15 町公式 LINE アカウント ・ 大切な情報をいち早くお伝えする

 16 町公式 Facebook アカウ

ント

・ 大切な情報をいち早くお伝えする

 17 YouTube 公式アカウント ・ 町の情報を動画でＰＲ

18 付録‐1 用語集⑲
19 付録‐1 用語集㉑
20 付録‐1 用語集㉖
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（３）オンライン利用の促進 

国では、地方公共団体の行政手続きのオンライン化を進めてきました。そのうえで、2016

（平成 28）年に「官民データ活用推進基本法」が制定され、第 10 条には、「地方公共団体

を含む行政機関等に係る申請、届出、処分の通知その他の手続きについて、オンライン利用を

原則とすること」等が定められています。 

本計画は「市町村官民データ活用推進基本計画」としての位置付けもあるため、現状のオン

ラインサービスを継続するとともに、引き続き行政手続き等のオンライン化を促進いたします。 

 

現在オンラインで行っている行政サービス 

 

　    　　 

 No オンライン化している行政手続きや申請等

 1 図書の貸出予約

 2 生涯学習センターの予約状況確認

 3 水道使用開始届・変更届

 4 地方税申告手続き（ｅＬＴＡＸ）

 5 成人式の申込

 6 各種イベント参加申込

 7 浄化槽使用開始報告等

 8 犬の登録申請、変更申請、死亡届

 9 職員採用試験申込

 10 後援名義の申請

 11 ふるさと納税申込

 12 子育てワンストップサービス21

 13 被災者支援ワンストップサービス

 14 介護ワンストップサービス

 15 戸籍の附票の写し交付請求［代金引換郵便］

21 付録‐1 用語集⑯
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１０　住民アンケート 

（１）アンケート概要 

2019（令和元）年 12 月 9 日から 27 日にかけて、無作為に抽出した 15 歳以上の住民

2,000 人に対して郵送にてアンケート調査票を送付し、住民のＩＣＴ環境やインターネット

やスマートフォンやパソコン等の情報通信端末の利用状況、本町が行っている電子行政サービ

スの利用状況や今後の要望等について、647 人の方から回答を頂きました。 

以下、アンケートの集計結果等から住民の情報化ニーズや課題等について整理します。 

 

 
 
（２）アンケート回答者の属性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

９　情報化に関するアンケート調査

 項　　目 内　　容

 アンケート実施期間 ・2019（令和元）年 12 月 9 日から 12 月 27 日

 配布対象者 ・15 歳以上の住民 2,000 人

 対象者選定方法 ・2019（令和元）年 11 月 1 日現在の住民基本台帳登録者

より、無作為抽出

 配布・回収方法 ・郵送によるアンケート配布、回収

 回答率 ・32.3％（647 通）

男性

45.9%

女性

53.5%

無回答

0.6%

性　別

45.7

15.1

13.8

8.7

7.6

6.3

1.5

0.6

0.2

0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市川大門・高田・印沢

岩間・落居

上野

大塚

黒沢・下大鳥居・八之尻

楠甫・宮原・葛籠沢・鴨狩津向

山保

下芦川・三帳・高萩・垈・中山・畑熊

五八・岩下・寺所

わからない

無回答

居住区
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アンケート回答者の年齢分布は人口の分布と概ね等しい結果となりました。 

 
（３）インターネットの利用状況 

回答者でインターネットを利用している方の割合は 70.2％でした。 

「令和元年通信利用動向調査」（総務省調）では、全国のインターネットの利用率は

89.8％であり、2 割程低くなっています。 

ただし、町民全体のインターネット利用が低いのではなく、今回の町民アンケート回答者の

割合をみると、60 歳以上で国の調査との差が開いていることが分かります。 

 
「インターネット利用状況」（全体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
　 15 歳～19 歳 20 歳～29 歳 30 歳～39 歳 40 歳～49 歳 50 歳～59 歳 60 歳～64 歳 65 歳～69 歳 70 歳～79 歳 80 歳以上

 
人口 706(5%) 1098(8%) 1317(9%) 1966(14%) 2090(15%) 1239(9%) 1288(9%) 2201(16%) 2094(15%)

 アンケート

回答

21(3%) 54(8%) 68(11%) 105(16%) 108(17%) 69(11%) 77(12%) 107(17%) 38(6%)

職　業年　代

インターネッ

トを利用して

いる

70.2%

インターネット

を利用していな

い

26.6%

無回答

3.2%
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「インターネット利用状況」（年代別での国の調査との比較） 

 

（４）インターネットへの接続機器 

町民のインターネット接続機器は、スマートフォンが最も多くなっています。（85.5％） 

国の調査でも、スマートフォンが 63.3％（１位）と最も多く、次いでパソコンが 50.4％

（2 位）、タブレット端末が 23.2％（3 位）となっており、スマートフォンが最も多いです

が、パソコンとの差は町ほど開いていません。 

一方、本町の状況をみると、インターネットを通じた情報提供には、スマートフォンが有効

であると思われますが、70 歳以上では、スマートフォンの利用割合が減るため、配慮が必要

です。ただし、80 歳以上でもパソコンの利用状況は、他の年代と比較して比較的高い傾向が

見られます 

 

「インターネット接続機器」（全体） 

 

 

「インターネット接続機器」（年代別） 

 

85.5

67.8

24.9

6.4

5.9

5.3

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

スマートフォン

パソコン

タブレット端末

携帯電話・PHS

インターネット対応型ゲーム機

インターネット対応型テレビ

その他

n=454

 年齢 13～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70～79 歳 80 歳以上

 国の調査 97.9% 98.5% 97.4% 96.6% 91.4% 73.1% 48.9% 22.3%

 町の調査 100% 100% 92.6% 87.6% 81.5% 67.1% 29.9% 15.8%
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（５）インターネットの利用目的 

インターネットの利用目的として、本町の調査では「SNS の利用」が最も多くなっていま

す。「天気予報の利用」も同じく２番目に多い利用目的となっており、設問による順位の前後

はあるものの、概ね国の調査と同様の結果と言えます。 

 
「インターネットの利用目的」（町のアンケート回答） 

 

 
 
 
 
 
 

72.0

71.1

70.5

67.8

66.3

59.0

44.9

39.2

32.2

26.9

25.8

22.9

13.2

12.1

9.9

7.0

6.4

4.0

1.3

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブック）、

Twitter（ツイッター）など）の利用

天気予報の利用

電子メールの送受信

地図・交通情報の提供サービス

ニュースサイトの利用

インターネットショッピング

ホームページやブログの閲覧・運用・書き込み

辞書・辞典サイトの利用

無料通話アプリやボイスチャットの利用

動画投稿・共有サイトの利用

オンラインゲームの利用

ラジオ、テレビ番組・映画などのオンデマンド配信

サービスの利用

金融取引

クイズ・懸賞応募、アンケート回答

インターネットオークション

デジタルコンテンツの購入・取引

eラーニングの利用

電子政府・電子自治体の利用

その他

無回答

n=454
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「インターネットの利用目的」（令和元年情報通信白書回答） 

 

 
（６）町からの情報入手 

住民が本町の情報を入手する方法は、広報紙（お知らせ版含む）から入手すると回答した方

が約８割と最も多くなっています。次いで、ホームページから入手すると回答した方が 4 割

以上いますが、月 1～2 回程度以上、町のホームページやＳＮＳを見て情報を得ている方は、

インターネット利用者の約 3 割（計 30.4％）です。また、ツイッターやフェイスブックとい

ったＳＮＳ経由からの本町の情報入手が少ないため、今後は利用者の増加を含めた運用の方

法の検討も必要と考えます。 

住民への情報提供としては、引き続き紙媒体での情報提供を継続するとともに、併せてホー

ムページやＳＮＳとの連携も考慮する必要もあると考えます。 

 
「町からの情報入手手段」 

 

81.7

42.1

41.9

34.6

17.6

11.0

5.1

2.9

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

広報紙

ホームページ

防災行政無線

新聞

口コミ

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブッ

ク）、Twitter（ツイッター）など）

電話

その他

無回答

n=454
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「町のホームページやＳＮＳの閲覧頻度」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、ＳＮＳの利用割合においては、下表通り圧倒的にＬＩＮＥ（ライン）の利用者が多い

結果となりました。本町では、Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮＥのアカウントを開設しており、住民

の利用実態も考慮するとＬＩＮＥのより一層の活用も検討する必要があります。 

 
「町民が利用しているＳＮＳの割合」 

 

（７）インターネットを利用しない理由 

現在、インターネットを利用していない方が、利用しない理由として、「必要性が無い」お

よび「興味がない」から利用しないと回答した方が約 8 割いました。 

しかし、「設定方法や操作方法がわからない」から利用しないと答えた方が約 4 割おり、全

体で 2 番目に多い回答となっています。このことから、情報化推進による情報格差（デジタ

80.6

27.5

26.7

24.2

15.6

13.9

2.6

2.4

1.3

0.7

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

LINE（ライン）

Facebook（フェイスブック）

Instagram（インスタグラム）

Twitter（ツイッター）

google+（グーグルプラス）

利用していない

mixi（ミクシィ）

mobage（モバゲー）

その他

gree（グリー）

無回答

n=454

毎日見ている

6.8%

週2～3回程度

見ている

3.3%

週1回程度見ている

3.1%

月1～2回程

度見ている

17.2%

年数回見たことがあ

る

40.1%

見たことがない

28.4%

無回答

1.1%
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ルデバイド22）の解消については、町全体の基礎的なＩＣＴスキルの普及のための講習会の開

催や情報ボランティアの活用等の工夫が必要と思われます。 

 

「インターネットを利用しない理由」 

 
  
（８）住民の関心が高い行政分野 

今回のアンケートで町民の関心が高い行政サービスの分野は、防災・防犯・安全に関する

分野（63.5％）、福祉に関する分野（54.7％）、生活・環境に関する分野（32.3％)の順とな

りました。 

近年の台風や地震等の自然災害等への警戒や、高齢化社会、新型コロナウイルス感染症への

対応や対策といった社会環境の変化に対する関心が高いものと思われます。 

 

「関心や利用意向が高かった行政サービス分野」 

 

47.1

38.4

32.6

19.2

17.4

7.6

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要性が無い

設定方法や操作方法がわからない

興味が無い

パソコンやスマートフォンなど機器の金額

や、月々の通信料が高い

セキュリティなどの安全面に不安がある

その他

無回答

n=172

63.5

54.7

32.3

21.5

19.5

19.0

13.3

13.1

11.1

9.6

4.3

4.6

1.5

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

防災・防犯・安全に関する分野

福祉（健康・医療・介護など）に関する分野

生活・環境に関する分野

観光・イベントに関する分野

学校・教育に関する分野

町内の交通や移動手段に関する分野

妊娠・出産・子育てに関する分野

産業（農業・商業他）振興に関する分野

生涯学習に関する分野

電子申請（町の申請手続きなど）に関する分野

町が持つ各種データ活用に関する分野

わからない

その他

無回答

n=647

22 付録‐1 用語集⑨
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（９）マイナンバーカードについて 

2020（令和 2）年 11 月時点でのマイナンバーカードの全国普及率は 21.8％、山梨県で

は 20.2％、本町では 20.1％です。（本町は 10 月 31 日時点） 

今回のアンケート回答者は 28.9％がマイナンバーカードを持っていると回答しており、情

報化や行政サービスについて関心が高い傾向があると考えられます。 

 
「アンケート回答者のマイナンバーカード保有率」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、アンケートでは、マイナンバーカードを持っていない方に「どうすればマイナンバ

ーカードを持ってくれるか」聞いたところ、「健康保険証の兼用」が 2 番目に多い回答でした。 

2021（令和 3）年 3 月から、順次マイナンバーカードが健康保険証としても使えるように

なります。今後、他の証明書や行政サービス等と組み合わせてマイナンバーカードの利用機会

を増やすことで、マイナンバーカードの普及に繋がるのではないかと考えられます。 

 

「どうなればマイナンバーカードを持ってくれるか」　　　　 

マイナンバー

カードを持って

いる

28.9%

マイナンバー

カードを持って

いない

66.5%

マイナンバーカード

を知らない

0.3%
無回答

4.3%
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（１０）オープンデータについて 

オープンデータの活用ニーズとしては、「町内の危険箇所や災害データ」「安心・安全に係る

データ」が町民の関心が高い分野と同様に最も多い回答となっています。 

「公共施設、医療機関等の施設情報のデータ」も上記に次いで多くなっています。 

 

「公開した方が良いと思うオープンデータ」 

 
 

57.8

36.9

36.9

25.1

19.3

12.8

4.8

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

役場の窓口へ提出する申請書に氏名や住所の記

入負担を軽減するサービス

健康保険証との兼用

住民票や課税証明書などを、コンビニエンスストア

で受け取れるサービス

町内で買い物や公共施設の利用などをすると、ポ

イントが付与される、又は利用ができるサービス

図書館など公共施設の利用カードをマイナンバー

カードに一本化できるサービス

わからない

その他

無回答

n=187

48.4

43.0

41.4

30.0

22.9

19.8

13.4

10.4

10.2

8.2

6.0

0.9

7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

町内の危険個所や災害データ

安心・安全に係る情報（防犯データなど）

公共施設、医療機関などの施設情報のデータ

ごみの分別状況や地域収集日などのデータ

観光・イベントに係るデータ

申請、届出、許認可に関するデータ

町内の地質データ

町で計測している環境情報のデータ

市川三郷町の人口や世帯数分布データ

特にない

わからない

その他

無回答

n=647
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（１１）インターネットへの不安 

アンケートの最後にインターネットを利用するうえでの不安について聞いています。最も回

答が多かったのは「個人情報の漏えいにより、不正に利用されてしまう」でした。 

昨今の乗っ取りや情報漏えい、または漏えいした情報を使った犯罪に対する不安が伺えます。

個々がパソコンやネットワーク機器等に物理的なセキュリティ対策を施すことはもちろんのこ

と、ネットセキュリティに対する正しい知識や情報リテラシーの向上を図ることも不安を解消

するために必要なことになります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

「インターネットの利用に感じる不安」 

 
 
 

61.7

37.4

32.3

25.7

23.5

17.2

10.7

10.0

5.9

0.9

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

個人情報の漏えいにより、不正に利用され

てしまうのではないか

有害情報などから子供たちが悪影響を受け

るのではないか

情報が氾濫し、振り回されるのではないか

自分自身の情報セキュリティ対策をどのよう

に行えばよいかわからない

インターネットが使えないと新しいサービスを

受けられないのではないか

通信費用が家計を圧迫するのではないか

特にない

地域の人間関係が疎遠になるのではないか

わからない

その他

無回答

n=647



第４章　情報化施策の展開  

― 22 ―

１２　情報化施策の展開に向けての整理 

以下の各取り組みや調査等を整理することで、本計画での基本方針、および情報化施策の展

開を行います。 

 
（１）「国・県・町の情報化の取組」からの整理 

国の情報化の取組 

国では、「デジタル・ガバメント」を推進し、行政サービスの 100％オンライン化や、府

省共通システムの導入等、業務効率化も合わせた情報化政策を推進しています。 

併せて、すべての国民が ＩＣＴ 利活用やデータ利活用を意識せず、その便益を享受し、

真に豊かさを実感できる「官民データ利活用社会」を構築するため、自治体等が保有するデ

ータについて、官民連携によるオープンデータ化を推進しています。 

 

山梨県の情報化の取組 

山梨県でも官民連携によるオープンデータ化の推進を進める他、最新のＩＣＴ技術を用い

た業務の見直しを計画しています。 

また、ＩＣＴの利用機会の格差是正を図るため、インフラ面の整備やデジタルデバイドの

解消、高度なＩＣＴ人材の育成を推進しています。 

 

本町の情報化の取組 

本町では、国や県が推進するオープンデータ化に伴い、保有するデータの提供の他、電子

申請や電子納付等の行政サービスのオンライン化の推進、公衆無線 L A N の整備、各種 S 

N S の開設等を行ってきました。 

今後も地域情報化計画に基づき、情報化を推進していきます。 

 
（２）「情報化に関するアンケート調査」からの整理 

安全・安心に関する情報発信 

住民アンケートの結果から、住民の「関心や利用意向が高い行政サービス」は、防災・防

犯・安全に関する分野が最も多く、具体的な情報提供方法に対しても他の分野に比べ関心が

高いことが伺えました。 

災害時の情報提供等、スマートフォン等身近な情報通信機器を活用した災害時における情

報提供の更なる拡充ニーズが高いことが伺えます。 

 

きめ細かな情報提供の必要性 

情報通信端末としてスマートフォンの保有率は全体で 87.5%と高いものの、年代があが

るほど、その保有率は下がってきます。また、町からの情報を入手する方法では、広報紙か

らが 8 割近くあり、インターネット経由を含めた他の情報入手方法より圧倒的に多くなって

 

１１　情報化施策の展開
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います。 

電子メールやホームページ、ＳＮＳは短時間に最新の情報を提供できるメリットがありま

すが、年代や町民の情報受信環境も考慮した、きめ細かな情報提供が必要であることが伺え

ます。 

 

新しい社会環境への対応 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、新しい生活様式への変革を求められています。

人と人とが直接接する機会が減る生活様式が余儀なくされ、ＷＥＢ会議やオンラインでの業

務を中心としたＩＣＴを活用してのテレワークが多くの企業で行われるようになりました。 

自治体においても一部業務でのテレワークが導入され始め、庁内アンケートの回答に見ら

れるような、オンライン業務やペーパーレス化推進のためのＩＣＴ導入を積極的に行うこと

は、新しい生活様式への対応だけでなく、町民や職員の利便性や生産性の向上に必要である

ことが伺えます。 

 
（３）「官民データ活用推進基本法」からの整理 

2016（平成 28）年 12 月、官民データ活用推進基本法が公布・施行されました。これは、

急速な少子高齢化の進展をはじめとした我が国が直面する様々な課題の解決に資するため、イ

ンターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて流通する多様かつ大量の情報を適正

かつ効果的に活用するための環境整備の推進を目的としたものです。これにより、都道府県に

おいては官民データ活用推進計画の策定が義務付けられたとともに、市町村においても同計画

の策定が努力義務とされました。 

なお、市町村官民データ活用推進計画の策定にあたっては、同法の規定に基づいて国が策定

した「市町村官民データ活用推進計画の手引」において、「手続きにおける情報通信の技術の

利用等に係る取り組み」、「官民データの容易な利用等に係る取り組み」、「個人番号カードの普

及および活用に係る取り組み」、「利用の機会等の格差の是正に係る取り組み」および「情報シ

ステムに係る規格の整備および互換性の確保等に係る取り組み」を基本的な方針としており、

この基本的な方針に対応する施策として、地域の特性や実情を踏まえながら、具体的な目標お

よび達成時期を定めて掲載することとしています。 
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本計画の策定にあたっては、本計画を「市川三郷町官民データ活用推進計画」としても位置

付けることとし、そこに掲載する施策については「市町村官民データ活用推進計画策定の手引」

に示された「基本的な方針」および「官民データ活用推進基本法第三章基本的施策」に示され

た根拠条文との関連性を明示するものとします。 

なお、明示にあたっては、本町の取り組む各具体的施策欄に次の要領で表します。 

 

 

≪施策への明示方法≫ 

 

 

 

 市町村官民データ活用推進計画策定の手引 

基本的な方針

基本法根拠条文 町施策への明示法 

（具体的な施策欄）

 手続きにおける情報通信の技術の利用等に係

る取り組み（オンライン化原則）

第１０条 官民デ➉

 官民データの容易な利用等に係る取り組み

（オープンデータの推進）

第１１条 官民デ⑪

 個人番号カードの普及および活用に係る取り

組み（マイナンバーカードの普及・活用）

第１３条 官民デ⑬

 利用の機会等の格差の是正に係る取り組み

（デジタルデバイド対策等）

第１４条 官民デ⑭

 情報システムに係る規格の整備および互換性

の確保等に係る取り組み

 情報システム改革・業務の見直し 

（ＢＰＲ23）
第１５条第１項 官民デ⑮－１

 分野横断的に連携できるプラットフォームの

整備

第１５条第２項 官民デ⑮－２

23 付録‐1 用語集⑱
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１３　計画推進に関する基本方針 

（１）計画の基本方針 

本計画の基本理念は、「市川三郷町第 2 次総合計画」を上位計画とし、現在、そして未来に

向けた、市川三郷町の情報化進展のあり方を表しています。 

 

市川三郷町　地域情報化計画　基本理念 

 

 

５つの政策方針 

 

 

「誰もが情報（ＩＣＴ）を身近に」とは 

誰もが情報（ＩＣＴ）を活用することによって生活の利便性や質の向上が期待できます。 

例えばスマートフォンを持ち歩くことによって、いつでもどこでも様々な情報を伝達すること

ができますし、様々なサービスを利用することができるようになりました。 

一方でＩＣＴを活用する人とそうでない人の格差（デジタルデバイド）の問題も大きくなりつ

つあります。 

子どもから大人、高齢者、障がい者、外国人など、だれもが情報化による生活の利便性や質の

向上を感じられるよう、それぞれの環境や、年代、目的に合わせた効果的なＩＣＴの活用や情報

化の進め方等について検討、推進します。 

 

少子高齢化や様々なライフスタイルによる生活の多様化が進む中、様々な場面において住民、

事業者と町が一体となって行動し、情報を共有する機会が大切になってきます。これを受けて本

計画では、町民協働のまちづくりを進めるために効果的なＩＣＴの活用や情報化の進め方等につ

いて検討、推進します。 

みんなで　つながる　市川三郷

誰もが情報(ICT)を身近に 

行政事務の効率化・高度化・標準化 

住民サービスの高度化 

安心安全な地域社会へ 

地域の活性に貢献するＩＣＴ 
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「行政事務の効率化・高度化・標準化」とは 

行政事務は住民のさまざまなニーズを満たすため年々多様化、複雑化しています。ＡＩ等のＩ

ＣＴ技術を積極的に活用して行政事務を効率化することによって、より高度な行政サービスを提

供することが可能になり、住民サービスも向上します。 

また、ＲＰＡの導入により、業務の一部を自動化させ職員の負担が軽減されることによって、

他の業務に従事できるようになり、従来では実現できなかったような住民サービスを展開できる

ようになります。 

ＩＣＴによる行政事務の効率化・高度化・標準化を促進するための情報化について検討、推進

します。 

 

「住民サービスの高度化」とは 

　　　本町では現在もＩＣＴを活用した住民サービスを行なっていますが、電子申請をさらに拡張

したり、マイナンバーおよびマイナポータルサイトの活用、税金・公共料金の決済手段を多様

化したりすることにより、来庁することなく行政手続きが行えるようになり、新たな生活様式

へ対応できます。 

　　　また、住民からの問い合わせや窓口対応もＡＩ等のＩＣＴを活用することにより２４時間の

対応や窓口の混雑の解消も期待できます。 

　　　生活スタイルが多様化し、住民が望む行政サービスも多様化しています。そのような住民の

ニーズに応えられるような情報化について検討、推進します。 

 

「安心安全な地域社会へ」とは 

　　　住民が快適に生活するため、安心安全は不可欠な要素です。今後ＳＮＳを含め様々な手段を

活用し住民に情報を伝達し、また地域の見守りができるよう検討、推進します。 

　　　さらに、災害が起きても住民へのサービスが停止することがないよう、ＩＣＴ－ＢＣＰの策

定等について検討、推進します。 

 

「地域の活性に貢献するＩＣＴ」とは 

情報化の進展により、パソコンやスマートフォン等から、自宅や学校、職場にいながら時間

や空間を超えて、世界中の人と繋がることができる環境が実現しました。 

これらの技術を活用し観光や学校教育に至る地域の生活に貢献することが可能となります。 

従来の情報伝達のほか、ＳＮＳやスマートフォンアプリの活用なども検討し、誰もが町の情報

に触れ、お互いがつながることができるＩＣＴ環境の構築について検討、推進します。 
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（２）施策体系 

本計画の基本目標に基づき、以下の施策方針、具体的な施策により、本町の情報化を推進し

ます。 

 

 

施策方針　その１ 誰もが情報（ＩＣＴ）を身近に

①様々な情報伝達手段の活用

②町ホームページの充実

③スマートフォンの活用

④デジタルデバイドの解消

施策方針　その２ 行政事務の効率化・高度化・標準化

① ＡＩ－ＯＣＲ、定型業務効率化システム（ＲＰＡ）の導入

②テレワーク導入の検討

③ペーパーレス化の推進

④基幹業務システムの標準化

施策方針　その３ 住民サービスの高度化

①電子申請の拡充・周知

②マイナンバーカードおよびマイナポータルの活用

③税金・公共料金の収納方法の多様化

④窓口業務のＡＩ・ＩＣＴ活用の検討

施策方針　その４ 安心安全な地域社会へ

①防災・災害情報提供手段の強化

②高齢者・子どもの見守りへのＩＣＴの活用

③地域住民からの防災・防犯情報の提供と連携

④災害時でのＩＣＴ業務継続の強化（ＩＣＴ－ＢＣＰ）

施策方針　その５ 地域の活性に貢献するＩＣＴ

①ＳＮＳを活用した情報提供（観光・産業・防災等）

②ＡＲ・ＶＲを活用した観光情報等の発信の検討

③小中学校のＩＣＴ環境の向上

④地域の文化財等のデジタルアーカイブ化の検討

具体的な施策

地
域
情
報
化
 

施
策
目
標

み
ん
な
で
　
つ
な
が
る
　
市
川
三
郷

具体的な施策

具体的な施策

具体的な施策

具体的な施策

具体的な施策
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１４　具体的な個別の施策と計画 

（１）施策方針　その１　誰もが情報（ＩＣＴ）を身近に 

 
 

 
実施事業 ① 様々な情報伝達手段の活用

 
担当部署 　総務課

 

事業概要

　ＩＣＴ技術の発展やスマートフォンの普及から、ＳＮＳに代表される様々なコミ

ュニケーションサービスが広く使われるようになりました。本町としてはこれらを

住民に対する情報伝達手段として活用し、住民サービスの向上を目指します。 

　ただし、住民アンケートの結果より、インターネットを利用していない方も約 3

割近くおり、従来通り広報紙や防災無線を活用した情報提供も行っていく必要があ

ります。 

　【官民デ⑭】

 

期待される 

効　　　果

　様々な手段を用いて情報提供することにより、より多くの層に対し、分け隔てな

く伝達することができます。

 ア）事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → → → →

 計　画 → →

 設　計 → →

 実　施 → →
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実施事業 ② 町ホームページの充実

 
担当部署 総務課

 

事業概要

住民アンケートによると、４２％の方が町の情報をホームページから入手してい

ます。広報紙は主に町民を対象としているのに対し、ホームページは町外の人も情

報を取得できます。 

使いやすさの向上を目標にホームページの構成を改善します。コンテンツを充実

させ、より有益な情報を入手できるような体制強化に努めます。 

また現在、町が保有する情報をオープンデータとして提供しておりますが、今後

も住民アンケートでも要望が多かった防災や安心・安全等の分野を広げて継続的に

提供します。 

【官民デ⑪】【官民デ⑭】

 

期待される 

効　　　果

利用者にとってより使いやすくなり、ホームページを作成する職員にとっては管理

しやすくなります。コンテンツの充実により閲覧者数の向上も期待できます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → → → →

 計　画

 設　計

 実　施 → →
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実施事業 ③ スマートフォンの活用

 
担当部署 　総務課

 

事業概要

　住民アンケートでは、８割以上がインターネットへの接続にスマートフォンを利

用し、その割合は情報通信機器の中で最も多くなっています。また、電子メールに

加え、各種アプリケーションを使用することで、文字だけでなく画像や映像を使っ

た情報提供が行うことができます。 

　本町では多くの課で情報提供や電子申請等を行っているところですが、それらに

おいてスマートフォンの活用を意識した政策を検討します。 

　【官民デ⑭】

 

期待される 

効　　　果

　スマートフォンを活用することによって、手軽に情報が入手でき、文字、音声、

画像、動画等を利用した住民に分かりやすい情報の提供が行えるようになります。 

　また、町全体としてスマートフォンを活用した政策を検討することで、使い勝手

や機能の向上、コスト削減などについて関係各課での連携が期待できます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → → → → → → → →

 計　画

 設　計

 実　施
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実施事業 ④ デジタルデバイドの解消

 
担当部署 　生涯学習課

 

事業概要

　住民アンケートの結果より、インターネットを利用する割合は世代が上がるほど

低下する傾向にありますが、その理由の約４割が「設定方法や操作方法がわからな

い」との回答がありました。 

　町の講習会や情報ボランティアの協力によりデジタルデバイドの解消を行いま

す。また、ネット詐欺対策、SNS の安全な使い方等についても学習する機会を設

けます。 

　【官民デ⑭】

 

期待される 

効　　　果

　パソコンやスマートフォン等を利用したインターネットの利用がわからない情報

弱者に対する操作研修や情報セキュリティ講習等の支援が行われることで、町内の

情報格差解消とともに、住民全体の情報リテラシーの底上げが期待できます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → →

 計　画 →

 設　計

 実　施 → → → → → → → →
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（２）施策方針　その２　行政事務の効率化・高度化・標準化 

 

 

 
実施事業 ① ＡＩ－ＯＣＲ、定型業務効率化システム（ＲＰＡ）の導入

 
担当部署 　総務課

 

事業概要

ＡＩ－ＯＣＲ（Optical Character Reader）は紙文書をスキャナーで読み込

み、書かれている文字を認識してデジタル化する技術です。現在は職員が情報シス

テムに入力するため手入力をしていますが、負担は大きく入力ミスのリスクも大き

くなっています。ＡＩ－ＯＣＲを導入しデータ化することにより、各業務システム

への自動入力を可能とします。 

ＲＰＡ（Robotic Process Automation）は、パソコンで行うデータ移行等の単

純な入力作業を自動化するソフトウェアです。ＲＰＡの導入により、「作業時間の

短縮（効率化）」や「ミスの少ない正確で的確な処理」が可能となります。 

　【官民デ⑮－１】

 

期待される 

効　　　果

　ＡＩやＲＰＡ等の最新システムの導入により、パターンで処理可能な作業や、単

純な入力作業時間を短縮することにより、他の創造的事業や住民とのコミュニケー

ションなどにその時間を充てることができ、住民サービスの向上につながります。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → →

 計　画 → →

 設　計 →

 実　施 →



第４章　情報化施策の展開 

― 33 ―

 

 

 

 
実施事業 ② テレワーク導入の検討

 
担当部署 総務課

 

事業概要

新型コロナウイルス感染症の影響により、私たちの生活様式は急激に変化しまし

た。 

その他にも、妊娠、出産、子育て、介護等、生活環境の変化に伴い、本町では I

ＣＴを活用した、いわゆるテレワークの導入について検討を進めてまいります。今

後は個々の生活環境も踏まえた働き方についても検討する必要があります。 

【官民デ⑮－１】

 

期待される 

効　　　果

　職員の生活様式に合わせた勤務方法を選択できることで、従来ならば退職を余儀

なくされていた職員も働き続けることが出来るようになります。 

　また、特殊技能を持つ専門家を臨時職員として外部から雇用し、ＴＶ会議などの

ＩＣＴを活用してアドバイスを受けることも可能となります。 

　結果、技術やノウハウの流出を防ぎ、新たな知識等の蓄積も可能と想定されます

ので、業務の効率化、住民サービスの向上が期待できます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → → → → → → → →

 計　画

 設　計

 実　施
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実施事業 ③ ペーパーレス化の推進

 
担当部署 　総務課

 

事業概要

庁内会議の紙資料の作成に係るコストの削減と、リアルタイムな情報共有等によ

る円滑な会議の運営を行うためにタブレット端末を活用する等により、ペーパーレ

ス会議の導入を行います。 

【官民デ⑮－１】

 

期待される 

効　　　果

会議資料のペーパーレス化は、目に見えるコストの削減が期待されます。 

　また、タブレット端末による会議資料のデータによる共有化を行うことは、リア

ルタイムに資料のアンケートや集計等が行え、会議の運営を効率的に行えるととも

に、会議結果等も速やかに関連機関や組織、住民等へ連携することができ、作業効

率の向上が期待できます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → →

 計　画 → →

 設　計 → →

 実　施
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実施事業 ④ 基幹業務システムの標準化

 
担当部署 　総務課

 

事業概要

　政府の定める標準仕様書に合わせた基幹業務システム24を導入します。 

また、業務プロセスにおいても町独自の方式から標準的な方式へ見直しを検討し

ます。具体的には、業務フロー、申請書・届出書等の標準化を行い、業務が円滑に

執行できるよう推進、検討を行います。 

【官民デ⑮－２】

 

期待される 

効　　　果

　業務システムの標準化により業務の効率化やコストの削減が図れます。また、シ

ステムの構築も容易となり、常に最適化された柔軟な情報システムを利用すること

ができるようになります。 

　同時に山梨県市町村総合事務組合が方針で示している、基幹業務システムの市町

村共同化への対応も行うことができます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討

 計　画 →

 設　計 →

 実　施 → → → → → → →

24 付録‐1 用語集②
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（３）施策方針　その３　住民サービスの高度化 

 

 

 
実施事業 ① 電子申請の拡充・周知

 
担当部署 　総務課

 

事業概要

これまで窓口で行ってきた申請や届出をインターネットを経由して実施できるよ

うにしたもので、窓口に来ることなく、パソコンやスマートフォン等からいつで

も、どこからでも申請・届出が可能となり、利便性の向上が図られます。 

なお、申請者のなりすまし対策として、マイナンバー制度の開始に伴い、現在で

はより安全性の高い認証が可能となっています。総務省では今後マイナンバーカー

ドを使ったオンライン申請やインターネット上の本人認証等での利用機会を増や

し、利便性の向上を図るとしています。 

町でもマイナンバーカードを使った電子申請をはじめ、広く電子申請の推進、促

進を図っていきます。 

【官民デ⑩】【官民デ⑬】

 

期待される 

効　　　果

　ライフスタイルの多様化が進む現代社会においては、申請窓口に直接来訪できな

い方もいます。各種申請方法の多様化を図ることで住民の利便性が向上します。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → →

 計　画 →

 設　計 →

 実　施 → → → → → →
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実施事業 ② マイナンバーカードおよびマイナポータルの活用

 
担当部署 町民課、総務課

 

事業概要

2020（令和 2）年 12 月現在、町民の約 2 割の方がマイナンバーカードを保

有しています。2020（令和 2）年度には、マイナンバーカードを活用したポイン

ト還元（マイナポイント）が行われ、保険証としての利用が開始されます。 

また、ポータルサイト（マイナポータル）では、自身の社会保険料の確認や各種

マイナンバーに係る情報を得ることができます。 

町では、マイナンバーカードの普及とともに、制度の活用方法について住民へ周

知いたします。また、町独自のマイナンバーカードの利用方法について検討しま

す。 

【官民デ⑬】

 

期待される 

効　　　果

今後マイナンバーカードは、保険証をはじめとした各種証明書等との統合が行わ

れ、町役場での手続き簡略化等、住民の利便性が向上します。また、ポータルサイ

トへは個人ごとの情報伝達が行えるため、健康や福祉に係る町からのきめ細やかな

情報伝達を住民へ提供することができます。また、町独自のマイナンバーカードの

利用を進めることでカードの普及率の向上も期待できます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → →

 計　画 → → →

 設　計

 実　施 → → → → → → →
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実施事業 ③ 税金・公共料金の収納方法の多様化

 
担当部署 税務課・生活環境課

 

事業概要

現在、税金・公共料金の収納方法として、役場派出所や金融機関等に加えて、コ

ンビニエンスストアやゆうちょ銀行（郵便局）の窓口・ＡＴＭで可能となっていま

す。 

今後は、クレジットカードやスマートフォンを活用した決済手段の導入を検討

し、キャッシュレス化にも対応した納付機会のさらなる利便性の向上を図り，また

外出することなく在宅環境でも納付ができるよう多様な住民のニーズに対応いたし

ます。 

【官民デ⑩】

 

期待される 

効　　　果

　多様な税金・公共料金の収納方法を整備することは，近年多様化した住民のライ

フスタイルに対応するともに、収納機会が増えることで，本町の税収率向上につな

がることになります。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → → → → → → → →

 計　画

 設　計

 実　施
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実施事業 ④ 窓口業務のＡＩ・ＩＣＴ活用の検討

 
担当部署 総務課

 

事業概要

住民からの問い合わせや窓口業務の受け答え等、チャットボット25に代表される

ＡＩを活用することで住民のライフスタイルに合わせて 24 時間対応可能となりま

す。 

聴覚障がい者の方には音声認識アプリ、外国人の方には翻訳アプリを活用するな

ど、ＩＣＴの活用を検討いたします。 

【官民デ⑭】【官民デ⑮－１】

 

期待される 

効　　　果

　ＡＩやＲＰＡ等の最新システムの導入により、パターンで処理可能な作業や、単

純な入力作業時間を短縮することにより、他の創造的事業やより高度な住民とのコ

ミュニケーションなどにその時間を充てることができ、住民サービスの向上につな

がります。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → →

 計　画 → →

 設　計 → →

 実　施 → →

25 付録‐1 用語集④



第４章　情報化施策の展開  

― 40 ―

（４）施策方針　その４　安心安全な地域社会へ 

 

 

 
実施事業 ① 防災・災害情報提供手段の強化

 
担当部署 防災課

 

事業概要

災害時には、町民に対する迅速かつ正確な情報提供が必要とされます。そのた

め、様々な災害や町民が情報を受け取るシチュエーションを想定し、その時々で利

用できる情報伝達手段を最大限に活用できる方法を検討します。 

現在運用している防災行政無線の継続利用と共に、放送内容を防災メールとして

携帯電話やスマートフォン等へ配信するサービスの実施を検討します。 

【官民デ⑭】

 

期待される 

効　　　果

　住民アンケートでも関心が高い防災関連の情報は、様々な情報伝達手段からの情

報を入手することにより、より多くの町民が情報に触れることができるようになり

ます。 

　ただし、パソコンやスマートフォン等の情報通信機器から提供する情報について

は、情報弱者がいることを想定し、情報提供の補完方法も用意することが必要で

す。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → → → → → → → →

 計　画

 設　計

 実　施
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実施事業 ② 高齢者・子供の見守りへのＩＣＴの活用

 
担当部署 福祉支援課、教育総務課

 

事業概要

現在行っている高齢者の見守りサービスの強化を行います。 

ＩＣＴを用いて不審者情報や災害時の状況を保護者に通知するサービスを検討し

ます。 

【官民デ⑭】

 

期待される 

効　　　果

　高齢者や子供の見守りは命に関わる重要な問題であり、本人や周囲の人々にも大

きな負担となります。ＩＣＴ技術を活用し、負担を軽減し効果的な見守りを行うこ

とができます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討

 計　画

 設　計

 実　施
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実施事業 ③ 地域住民からの防災・防犯情報の提供と連携

 
担当部署 　防災課

 

事業概要

防災や防犯に関する地域の情報を、住民からスマートフォンの写真で提供しても

らうことにより収集できる仕組みを検討します。 

【官民デ⑮－１】

 

期待される 

効　　　果

　職員だけでは収集しきれない情報を、住民の協力を得ることで収集でき、迅速で

適切な対応が可能になり、循環業務の負担が軽減されます。住民は町からの情報を

入手できることにより安心に生活することができます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → → → → → → → →

 計　画

 設　計

 実　施
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実施事業 ④ 災害時でのＩＣＴ業務継続の強化（ＩＣＴ－ＢＣＰ）

 
担当部署 総務課

 

事業概要

　町役場における業務の多くは情報システムに依存しており、災害時でも情報シス

テムが稼動していることが極めて重要になります。そのため町役場業務全体の業務

継続計画（ＢＣＰ）を作成するとともに、情報システムに特化した業務継続計画

（ＩＣＴ－ＢＣＰ）を作成し、業務の継続力を高めていきます。 

　また、基幹業務システムは既に峡南広域行政組合情報センターに委託しており、

災害時でも業務が継続できる仕組みを構築しています。

 

期待される 

効　　　果

　災害時でもシステムが停止することなく、業務継続が可能となることにより、災

害発生直後の迅速な情報収集連絡体制の確立と、住民への救急・救命、避難対策、

生活支援が効率良く行うことができ、結果として住民の生命・財産を守るための業

務を継続できます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 →

 計　画 →

 設　計

 実　施 → → → → → → →
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（５）施策方針　その５　地域の活性に貢献するＩＣＴ 

 

 
 

 
実施事業 ① ＳＮＳを活用した情報提供（観光・産業・防災等）

 
担当部署 商工観光課、防災課、総務課

 

事業概要

　本町では LINE 公式アカウントを開設し、イベント情報や生活に役立つ情報等

を、また公式Ｔｗｉｔｔｅｒでは、主にふるさと納税の情報を提供しています。 

今後はこれらのＳＮＳを有効活用し、観光や特産品の情報を発信しＰＲを行うよ

うにします。 

　また、住民アンケートの結果よりＳＮＳを利用する割合は７割以上あり、防災情

報や行方不明者の情報等の情報提供手段として活用することも検討します。

 

期待される 

効　　　果

　ＳＮＳの活用の範囲を観光や産業へ広げることにより、新たな地域や年齢層の需

要を喚起することができます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 →

 計　画

 設　計 →

 実　施 → → → → → → → →
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実施事業 ② ＡＲ・ＶＲを活用した観光情報等の発信の検討

 
担当部署 　商工観光課

 

事業概要

　町内の主要な観光地でスマートフォンのアプリケーションを提供することにより

ＡＲやＶＲを活用することを検討します。 

　例えば、観光地でスマートフォンのカメラをかざすと観光情報を表示させたり、

動画を再生させたりすることにより、観光客に対して多くの体験を提供することが

できるようになります。

 

期待される 

効　　　果

　本町に興味を持つきっかけや、興味を持った人に対して魅力を伝える手段として

ＩＣＴを活用することで観光客の増加が期待できます。 

　また、観光に訪れた人に対して、新たな観光地の提案や、特産品の紹介を行うこ

とが可能になり、観光の満足度を向上させることができます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → →

 計　画 → → →

 設　計

 実　施 →
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実施事業 ③ 小中学校のＩＣＴ環境の向上

 
担当部署 　教育総務課

 

事業概要

文部科学省が推進するＧＩＧＡスクール構想により、町内小中学校のＷｉ－Ｆｉ

環境の整備、一人一台パソコン（タブレット端末）の整備が進められています。児

童・生徒の学校教育におけるＩＣＴ化を推進します。 

【官民デ⑭】

 

期待される 

効　　　果

　児童・生徒のＩＣＴ環境が整備されることで、ＩＣＴ教育の推進および、情報リ

テラシーの向上が期待できます。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → → → →

 計　画 → →

 設　計 → →

 実　施 → →
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実施事業 ④ 地域の文化財等のデジタルアーカイブ化の検討

 
担当部署 　生涯学習課

 

事業概要

　デジタルアーカイブ26とは、資料館や図書館の収蔵品をはじめ、有形・無形の文

化資源等をデジタル化して記録保存を行うことです。 

身近な情報やお祭り等の状況を撮影し、町の記録用データベースとして管理し、公

開可能な画像・動画に関しては町の紹介や観光名所紹介等として、ホームページ上

等で公開すること等を検討します。画像・動画の作成には、デジタルカメラの他、

スマートフォンでも容易にデータベースに登録できるような仕組みを検討します。 

　また、既に登録されている文化財についてもデジタル化することを検討します。 

【官民デ⑮－２】

 

期待される 

効　　　果

　郷土の文化や、地元の情報等を画像・映像として記録し、後世に残すことがで

き、インターネットを介して世界中の人々に見てもらうことができます。災害等で

文化財が破損した場合もデジタルであれば保存が可能です。

 事業項目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 検　討 → →

 計　画 → → → →

 設　計

 実　施 →

26 付録‐1 用語集⑤
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１６　計画の推進体制 

本町では、情報化を推進するため、「情報化推進委員会」を設置しています。本計画に掲げ

た各施策については、毎年度この推進本部に進捗を報告し、進行管理を行っていきます。 

　　　　なお、個々の施策については、基本的には各主管課において推進していくものとしますが、

施策の推進にあたり複数課の連携が必要になる場合は、「情報化推進委員会」において検討を

進めていきます。 

 

１７　職員研修 

情報化を効果的に推進するには、ＩＣＴスキルの向上が欠かせません。また、本町が預か

っている町民の大切な情報を守るためにも、職員の情報セキュリティ対策力の向上が必須で

あると考えています。 

そのため、以下のような研修を職員に対して実施します。 

 

（１）情報活用能力向上のための研修  

      　業務の効率化を図るために、各種業務用アプリケーション・ソフトウェア等を応用的に活

用するための研修を実施します。 

 

（２）情報セキュリティ対策のための研修  

情報セキュリティ対策は、情報化の進展とともに変化していきます。そのため、常に最新

の情報セキュリティ知識を理解するとともに、町職員として情報セキュリティ遵守を徹底す

るための研修を定期的かつ継続的に実施します。  

 

 

 

１５　推進体制
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１８　推進スケジュール 

本計画に掲げた各事業については、毎年度進捗状況を評価し、必要に応じてスケジュールの

変更や事業の見直しを行っていきます。 

また、計画期間の中間年度 2023（令和 5）年度には、社会情勢や情報化技術の進展および

事業の進捗状況を総合的に評価し、必要に応じて計画の見直しを実施します。 

また、計画期間の最終年度 2025（令和 7）年度には、毎年度の事業の進行状況や社会情勢、

町民ニーズ等を踏まえて次期情報化計画の検討を実施していきます。 

以下に、本計画における推進スケジュールを示します。  

 

 

 

「情報化推進スケジュール27」 

  ◎必須　▲必要に応じて 

 

 
年度 2021 2022 2023 2024 2025 2026

 

計画

 

 

 

　　　　▲ 

事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

見直し

 

 

 

　　　　▲ 

事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

見直し

 

 

 

　　　　▲ 

計画中間見直し

 

 

 

　　　　▲ 

事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

見直し

 

 

 

　　　　◎ 

新計画の検討

 推進 

体制

　　　◎ 

推進体制確立

　　　　　▲ 

体制見直し

　▲ 

体制見直し

　　　　　▲ 

体制見直し

　　　　　▲ 

体制見直し

 

進行 

管理

 

 

 

◎ 

事業年度評価

 

 

 

◎ 

事業年度評価

 

 

 

◎ 

事業年度評価

 

 

 

◎ 

事業年度評価

 

 

 

◎ 

事業総合評価

27 付録‐1 用語集㉔

第五次情報化基本計画（5年間）
次期計画
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付録 

 

１　用語集 

①オープンデータ　　　　　　　　　　　　　　　 

　国、地方自治体および事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインターネット等を通じ

て容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可

能なルールが適用されたもの、②機械判読に適したもの、③無償で利用できるもの、といういずれ

の項目にも該当する形で公開されたデータのこと。 

 

②基幹業務システム　　　　　　　　　　　　　　　 

地方自治体の行政事務のうち、住民に接する業務を扱うシステムのこと。主な業務として、住民

記録、税、福祉等が挙げられる。 

 

③クラウド（サービス）　　　　　　　　　　　　 

事業者等によって定義されたインターフェースを用いた、拡張性、柔軟性をもつ共用可能な物理

的又は仮想的なリソースにネットワーク経由でアクセスするモデルを通じて提供され、利用者によ

って自由にリソースの設定・管理が可能なサービスであって、情報セキュリティに関する十分な条

件設定の余地があるもの。 

 

④チャットボット　　　　　　　　　　　　　　　 

メッセンジャーサービス上で、ユーザからの自然言語による問いかけに対して、人ではなく自動応答 

する技術のこと。 

 

⑤デジタルアーカイブ　　　　　　　　　　　　　 

図書館、博物館、美術館などにある書籍や骨董品など、有形・無形の所蔵品をデジタル化して保

存等を行うこと。 

 

⑥デジタル・ガバメント　　　　　　　　　　　　　 

デジタル技術の徹底活用と、官民協働を軸として、全体最適を妨げる行政機関の縦割りや、国と

地方、官と民という枠を超えて行政サービスを見直すことにより、行政の在り方そのものを変革し

ていくこと。 

 

⑦デジタル技術　　　　　　　　　　　　　　　　 

デジタルを前提とした技術のこと。デジタルとは数値化されたデータを意味し、世の中に存在す

るモノや出来事などをコンピュータで扱えるデータの形にした状態を指す。デジタル技術の代表的

なものとしては、現在急速に発展しつつある、ＡＩやＩｏＴなどが挙げられる。 
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⑧デジタルサイネージ　　　　　　　　　　　　　 

デジタル技術を活用し、平面ディスプレイ等によって映像や画像、情報等を表示する電子的な掲

示板のこと。 

 

⑨デジタルデバイド　　　　　　　　　　　　　　 

インターネット、パソコン等のＩＣＴを利用できる者と利用できない者との間に生じる格差のこ

と。 

 

⑩デジタルトランスフォーメーション　　　　　　　 

Ｄｉｇｉｔａｌ ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ（ＤＸ）のこと。「ＩＴの浸透が、人々の生活を

あらゆる面でより良い方向に変化させる」という概念。 

 

⑪テレワーク　　　　　　　　　　　　　　　　　 

デジタルを活用し、場所や時間を有効に活用できる柔軟な働き方のこと。一般的に、労働者が所

属する事業場と異なる場所で、所属事業場で行うことが可能な業務を行うこと。在宅勤務、モバイ

ルワーク、サテライトオフィスでの勤務などがある。 

 

⑫マイキープラットフォーム　　　　　　　　　　 

マイナンバーカードのマイキー部分を活用して、マイナンバーカードの各種サービスを呼び出す

共通の手段とするための共通情報基盤のこと。 

 

⑬マイナポータル　　　　　　　　　　　　　　　 

マイナンバー制度の導入に併せて新たに構築した、国民一人一人がアクセスできるポータルサイ

トのこと。具体的には、自己情報表示機能、情報提供等記録表示機能、プッシュ型サービス、ワン

ストップサービス等を提供する基盤であり、国民一人一人が様々な官民のオンラインサービスを利

用できる。 

 

⑭マイナンバーカード（個人番号カード）　　　　 

マイナンバー法に基づき発行される身分証明書の一つであり、所有者の氏名、住所、生年月日、

性別、マイナンバー（個人番号）、証明写真などを券面に表示したもの。 

 

⑮マイナンバー制度（社会保障・税番号制度）　　　 

国内の市区町村に住民登録のある全ての国民にマイナンバー（個人番号）を割り当て、同一人で

あることを確認するための制度で、「公平・公正な社会の実現」、「国民の利便性の向上」「行政の効

率化」を目的とするもの。法人には、１法人一つの法人番号が割り当てられる。 

 

⑯ワンストップサービス　　　　　　　　　　　　 

　一度の手続で、必要とする関連の手続を全て完了させられるように設計されたサービス、または

最初に使用した一つの窓口で必要とする全てのサービスが受けられるサービス形態のこと。 
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⑰ＡＩ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ　ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ（人工知能）の略で、蓄積されたデータを基

にその最適値を判断する機能。温度の変化によって機能を動作させる家電など比較的単純なものか

ら、データのみならずルールも自ら学習することで、判断の精度がより向上するものまで幅広く研

究・開発されている。 

 

⑱ＢＰＲ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ｒｅｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇの略で、既存の業務プロセスを

詳細に分析して課題を把握し、全体的な解決策を導き出すこと。国民、事業者および職員の負担を

軽減するとともに、事務処理の迅速化・正確性の向上を通じた利便性の向上を図る取組のこと。 

 

⑲ＧＩＧＡスクール構想　　　　　　　　　　　　 

　児童・生徒向けの一人１台の教育用タブレット端末と高速大容量の通信ネットワークの２つを一

体的に整備することで、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化された創

造性を育む教育を全国の学校現場で持続的に実現させるという文部科学省の構想のこと。 

 

⑳ＩＣＴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙの略で、情

報処理や通信に関連する技術のことで同じような意味で使われるＩＴよりも情報や知識の共有・伝

達といったコミュニケーションに重きを置いた言葉。 

 

㉑ＩＣＴリテラシー　　　　　　　　　　　　　　 

インターネットをはじめとする情報技術を適切に活用する基礎的な知識や技能のこと。  

 

㉒ＩｏＴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ の略で、身の回りのあらゆるものがインターネットにつな

がる仕組みのこと。パソコンなどのこれまでもインターネットにつながっていたものだけでなく、

エアコンやスピーカーなどの電化製品や、これまでインターネットと無縁だったモノがインターネ

ットにつながることで、遠隔操作や制御、認識ができるようになる。 

 

 

㉓ＬＧＷＡＮ　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　Ｌｏｃａｌ Ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ Ｗｉｄｅ Ａｒｅａ Ｎｅｔｗｏｒｋの略で、総合行政ネット

ワークと訳される。地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続する高度なセキュリティを維

持した行政専用のネットワークのこと。 

 

㉔ＰＤＣＡサイクル　　　　　　　　　　　　　　 

業務プロセスの管理手法の一つで、計画（ｐｌａｎ）、実施（ｄｏ）、検証・評価（ｃｈｅｃｋ）、

見直し・改善（ａｃｔｉｏｎ）という４段階の活動を繰り返し行うことで、継続的にプロセスを改

善していく手法のこと。 
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㉕ＲＰＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎの略で、プログラムを使って業務を自動化

する仕組みのこと。 

 

㉖ＳＮＳ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Ｓｏｃｉａｌ Ｎｅｔｗｏｒｋｉｎｇ Ｓｅｒｖｉｃｅの略で、人と人とのコミュニケーションを

インターネット上で構築するサービスのこと。Ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮＥ、Ｉ

ｎｓｔａｇｒａｍなどが代表的なＳＮＳとして挙げられる。 

 

㉗５Ｇ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

現在主流となっている４Ｇの次世代モバイル通信規格のこと。４Ｇと比較して通信速度は２０倍、

同時接続数は１０倍で、自動運転や遠隔治療等の医療分野など多方面での利用が可能。 
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２　住民アンケート結果 

Ｉ　あなたご自身についておうかがいします。 

問１　性別をお答えください。 

 

 

問２　年齢をお答えください。 

 

 

 

 

 

男性

45.9%

女性

53.5%

無回答

0.6%

n=647

3.2

8.3

10.5

16.2

16.7

10.7

11.9

16.5

5.9

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

15歳～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～64歳

65歳～69歳

70歳～79歳

80歳以上

n=647
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問３　お住まいの地区をお答えください。 

 

 

問４　ご職業をお答えください。（〇は１つだけ） 

 

 

 

 

45.7

15.1

13.8

8.7

7.6

6.3

1.5

0.6

0.2

0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市川大門・高田・印沢

岩間・落居

上野

大塚

黒沢・下大鳥居・八之尻

楠甫・宮原・葛籠沢・鴨狩津向

山保

下芦川・三帳・高萩・垈・中山・畑熊

五八・岩下・寺所

わからない

無回答

n=647

27.4

22.7

14.1

10.5

8.5

7.4

4.3

4.8

0.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

会社員（契約社員・派遣社員含む）

無職

パート・アルバイト

専業主婦

自営業

公務員

学生

その他

無回答

n=647
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Ⅱ あなたご自身のインターネットや情報機器の利用状況などについておうかがいします。 

問５ 【すべての方におうかがいします】 

あなたは、日常的にインターネットを利用していますか。あてはまるものを１つ選び、番号に〇印

をつけてください。 

 

 

問６ 【「インターネットを　利用している」方におうかがいします】 

あなたが、日常的にインターネットを利用する際に、使用する機器をお答えください。あてはまる

ものをすべて選び、番号に〇印をつけてください。 

 

 

 

インターネットを

利用している

70.2%

インターネットを

利用していない

26.6%

無回答

3.2%

n=647

85.5

67.8

24.9

6.4

5.9

5.3

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

スマートフォン

パソコン

タブレット端末

携帯電話・PHS

インターネット対応型ゲーム機

インターネット対応型テレビ

その他

n=454
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問７ 【「インターネットを　利用している」方におうかがいします】  

あなたが、日常的にインターネットを利用する目的をお答えください。あてはまるものをすべて選

び、番号に〇印をつけてください。  

 

 

 

 

 

 

 

72.0

71.1

70.5

67.8

66.3

59.0

44.9

39.2

32.2

26.9

25.8

22.9

13.2

12.1

9.9

7.0

6.4

4.0

1.3

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブック）、

Twitter（ツイッター）など）の利用

天気予報の利用

電子メールの送受信

地図・交通情報の提供サービス

ニュースサイトの利用

インターネットショッピング

ホームページやブログの閲覧・運用・書き込み

辞書・辞典サイトの利用

無料通話アプリやボイスチャットの利用

動画投稿・共有サイトの利用

オンラインゲームの利用

ラジオ、テレビ番組・映画などのオンデマンド配信

サービスの利用

金融取引

クイズ・懸賞応募、アンケート回答

インターネットオークション

デジタルコンテンツの購入・取引

eラーニングの利用

電子政府・電子自治体の利用

その他

無回答

n=454
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問８ 【「インターネットを　利用している」方におうかがいします】 

あなたは、どのような手段で町の情報を取得していますか。あてはまるものをすべて選び、番号に

〇印をつけてください。 

 

 

問９ 【「インターネットを　利用している」方におうかがいします】 

あなたは、どれくらい町の公式ホームページやＦａｃｅｂｏｏｋ（フェイスブック）をご覧になっ

ていますか。あてはまるものを１つ選び、番号に〇印をつけてください。 

 

81.7

42.1

41.9

34.6

17.6

11.0

5.1

2.9

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

広報紙

ホームページ

防災行政無線

新聞

口コミ

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブッ

ク）、Twitter（ツイッター）など）

電話

その他

無回答

n=454

毎日見ている

6.8%

週2～3回程度

見ている

3.3%
週1回程度見て

いる

3.1%

月1～2回程度

見ている

17.2%

年数回見たこと

がある

40.1%

見たことがな

い

28.4%

無回答

1.1%

n=454
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問１０ 【「インターネットを　利用している」方におうかがいします】 

あなたは、どのようなＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）を利用していますか。あて

はまるものをすべて選び、番号に〇印をつけてください。（※回答後は問１２へ進んでください） 

 
 

問１１ 【「インターネットを　利用していない」方におうかがいします】 

あなたが、日常的にインターネットを利用しない理由をお答えください。あてはまるものをすべて

選び、番号に〇印をつけてください。 

 

 

80.6

27.5

26.7

24.2

15.6

13.9

2.6

2.4

1.3

0.7

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

LINE（ライン）

Facebook（フェイスブック）

Instagram（インスタグラム）

Twitter（ツイッター）

google+（グーグルプラス）

利用していない

mixi（ミクシィ）

mobage（モバゲー）

その他

gree（グリー）

無回答

n=454

47.1

38.4

32.6

19.2

17.4

7.6

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要性が無い

設定方法や操作方法がわからない

興味が無い

パソコンやスマートフォンなど機器の金額

や、月々の通信料が高い

セキュリティなどの安全面に不安がある

その他

無回答

n=172
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問１２ 【すべての方におうかがいします】 

市川三郷町の行政サービスで、あなたの関心や利用意向が高い分野をお答えください。あてはまる

ものを３つ以内で選び、番号に〇印をつけてください。 

 

 

問１３ 【すべての方におうかがいします】 

行政サービスの各分野で、あなたが必要とする（市川三郷町にあると良いと思う）サービスをお答

えください。希望するものを３つ以内で選び、番号に〇印をつけてください。 

 

サービス分野（１）防災・防犯・安全に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービス 

63.5

54.7

32.3

21.5

19.5

19.0

13.3

13.1

11.1

9.6

4.3

4.6

1.5

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

防災・防犯・安全に関する分野

福祉（健康・医療・介護など）に関する分野

生活・環境に関する分野

観光・イベントに関する分野

学校・教育に関する分野

町内の交通や移動手段に関する分野

妊娠・出産・子育てに関する分野

産業（農業・商業他）振興に関する分野

生涯学習に関する分野

電子申請（町の申請手続きなど）に関する分野

町が持つ各種データ活用に関する分野

わからない

その他

無回答

n=647
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１　　パソコンやスマートフォン、携帯電話を使った町との情報共有の向上 

 

 

２　　屋内（自宅など）における情報収集・配信サービスの整備 

75.6

66.3

66.0

4.5

0.6

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

パソコンやスマートフォン、携帯電話を使っ

た町との情報共有の向上

防災・防犯に関する情報を入手するための

環境整備

屋内（自宅など）における情報収集・配信

サービスの整備

わからない

その他

無回答

n=647

80.6

61.1

37.2

32.1

13.7

2.7

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

雨量情報や河川の水位、避難所の状況等

の情報をメールなどで受けられるサービス

通行止めや不審者情報の位置などが、地図

データ上に表示されるサービス

住民がSNSやメールなどを通じて町へ災害

情報や防犯情報を通報するサービス

住民がスマートフォンアプリから災害現場な

どの写真を地図データ上に張り付けて町へ

災害状況などを通報するサービス

子供が持つスマートフォンや携帯電話の

GPS機能から居場所を探してくれるサービス

その他

無回答

n=489
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３　　防災・防犯に関する情報を入手するための環境整備 

 

 

サービス分野（２）妊娠・出産・子育てに関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービ

ス 

61.8

57.4

42.2

27.4

11.5

2.6

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

防災行政無線の音声放送を受信できる戸別

受信機の無料配布

家庭のテレビに町からの防災・防犯情報が

文字放送として画面脇に表示されるサービ

ス

緊急時にボタンを押すと屋外（玄関脇など）

のランプが点灯したり、指定したアドレスへ

メールを送信してくれるサービス

独居生活している高齢家族の日常生活行動

（戸の開け閉めや電気の使用など）から定期

的に安否情報をメールしてくれるサービス

防災行政無線の放送が音声と文字放送で

受信できるデジタル受信端末の一部有料配

布

その他

無回答

n=427

66.7

51.0

28.0

25.2

2.1

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

役場や公共施設（図書館など）、避難所（小中学

校など）、駅などの人が集まる場所でのフリーWiFi

スポットの設置

役場や公共施設（図書館など）、避難所（小中学

校など）、駅などの人が集まる場所での大型モニ

タなどを使用した情報提供設備の整備

独居高齢者向けに、町の防災メールを受信設定

済みにしたスマートフォンや携帯電話を貸し出しす

るサービス

防災行政無線のスピーカー設置柱への文字表示

装置（多言語対応）の設置

その他

無回答

n=429
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１　　子供の成長や健康に係る情報を管理するためのサービス 

 

 

２　　出産・子育てに関する情報などを容易に検索できるサービス 

39.6

37.9

24.0

22.1

10.0

0.5

41.9

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

出産・子育てに関する情報などを容易に検

索できるサービス

子供の成長や健康に係る情報を管理するた

めのサービス

保育所・幼稚園に関するサービスの充実

各種相談が行えるサービス

わからない

その他

無回答

n=647

57.6

50.2

45.7

44.1

2.0

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

子供の予防接種のスケジュールをメールで

通知してくれるサービス

妊娠・出産・子育てに関する必要な手続きや

月齢にあった健診日程を通知するサービス

スマートフォンアプリを利用した、子供の予

防接種管理や成長記録を残せる電子母子

手帳サービス

町が実施する子育てに関するイベントなどを

表示し、チェックしたイベントなどをメールな

どで通知してくれるサービス

その他

無回答

n=245
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３　　保育所・幼稚園に関するサービスの充実 

 

 

４　　各種相談が行えるサービス 

59.4

47.3

35.2

28.5

19.1

13.7

11.3

2.0

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

妊娠・出産・子育てに関する町の助成金や補助金

などを簡単に検索・申請できるサービス

町内の医療機関の診療時間などを検索できる

サービス

空き保育所の簡易検索や申請、通知サービス

妊娠・出産・子育てに関する情報が集約されてい

るサイト

今いる位置から医療機関への道案内をしてくれる

サービス

妊娠中の過ごし方や、出産準備に関する教室の

予約や案内のサービス

今いる位置から公園・児童館・おでかけひろばな

どの道案内をしてくれるサービス

その他

無回答

n=256

58.7

58.1

32.9

4.5

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

保育所・幼稚園での生活をセキュリティに配

慮し、両親や親族に限定したインターネット

による映像配信サービス

保育所・幼稚園へのインターネットによる出

欠登録サービス

幼稚園送迎バスがあと何分くらいで到着す

るか（現在どのあたりを走っているか）スマー

トフォンなどで教えてくれるサービス

その他

無回答

n=155
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サービス分野（３）福祉（健康・医療・介護など）に関する分野であなたの望む（あると良いと思

う）サービス 

69.2

52.4

30.8

2.8

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

妊娠・出産・子育ての相談を専門家に行える

メールなどでのサービス

妊娠・出産・子育ての相談をサイトなどから

予約できるサービス

AI（人工知能）を使った子育てに関する質問

に対する自動応答サービス

その他

無回答

n=143
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サービス分野（４）学校・教育に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービス 

 

 

 

 

 

サービス分野（５）生涯学習に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービス 

51.9

28.9

19.3

16.4

12.4

7.7

1.4

21.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

介護者の状態に合った介護施設の入所検索や申

込みサービス

町で実施している健康診断をサイトなどから予約

できるサービス

一人暮らしの両親が何をしているか、メールなど

で通知してくれるサービス

簡単な健康相談や受診をパソコンや、スマート

フォンなどのカメラで行ってくれるサービス

スマートフォンのアプリにより、体重や運動量、食

事などの管理やアドバイスなどをしてくれるサービ

ス

わからない

その他

無回答

n=647

31.8

24.4

21.9

18.7

15.8

1.9

41.4

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

ネットリテラシー（インターネットやSNS等を適

切に使いこなせる能力）を学ぶ授業・講演

小中学生向けのコンピュータプログラムを作

成する授業

タブレット端末による電子教材の導入

生徒の障がいに応じ、授業をサポートする情

報機器やシステム

他の学校で使用した電子教材などを、学校

間で共有できるデータベース

その他

無回答

n=647
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サービス分野（６）産業（農業・商業他）振興に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）

27.4

20.9

20.1

17.6

14.2

13.3

11.7

0.9

28.6

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

講演会やセミナーなどを自宅でも見ることができる

サービス

自宅のパソコンやスマートフォンなどで見ることが

できる電子書籍の公開

住民が得意なこと（料理や裁縫、おもちゃの修理な

ど）を町のホームページなどに登録し、必要として

いる人を探してくれるサービス

地域の隠れた名所や史跡などの体験ツアーを地

元の住民が町のホームページ上に掲載し、観光客

などに紹介するサービス

町の歴史や名所、伝統芸能などを映像化し、イン

ターネット上の博物館として集めたバーチャル

ミュージアム（仮想博物館）やデジタルライブラリ

自身が持っている技術や知識などを、教えてもら

いたい人に紹介してくれるサービス

わからない

その他

無回答

n=647
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サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス分野（７）観光・イベントに関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービス 

28.4

17.9

15.6

11.1

10.8

10.2

9.0

4.6

14.7

1.5

29.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

町内の特産品などをまとめて紹介、販売するホー

ムページの開設

ネットワークによる害獣監視や警報システム

農作物の生産から加工、販売までを一元管理す

ることで、PRや地域活性化につなげるサービス

栽培する作物をインターネット経由で管理し、その

情報（栽培方法や使用農薬、出荷時期など）を…

AI（人工知能）などを活用し、効率的に通年農業が

行える環境整備

ドローンを活用した農作物の監視や農薬散布

商品やサービスの宣伝のため、ホームページ開

設やSNSの利用方法などを教えてくれるサービス

業務用システムの導入に向けたアドバイスやアド

バイザーの派遣をしてくれるサービス

わからない

その他

無回答

n=647
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サービス分野（８）生活・環境に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービス 

 

サービス分野（９）町への申請手続きなどに関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サー

30.3

30.0

25.7

15.8

12.8

1.1

28.6

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

住民が地域のお祭りやイベントを、町のホーム

ページの地図上に登録・告知できるサービス

観光名所やイベント会場でのフリーWi-Fiスポット

の設置

各種イベントの詳細情報やQ&Aを町のホームペー

ジへ掲載

スマートフォンを使った、外国人観光客向け、翻訳

サービス（QRコード読み取りによる音声ガイドな

ど）

わからない

その他

無回答

n=647

32.9

20.4

18.2

18.1

16.5

14.7

10.8

8.2

6.6

0.6

26.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

生涯学習センター、体育館、公民館等、各施設の

オンライン予約サービス

税金や上下水道料金等が、クレジットカードや電

子マネーでの支払いできるサービス

地域住民が対話できるような地域活性化の拠点

づくり（例：空き家の利活用）

スマートフォンへ、ごみ収集日の朝、収集するごみ

の種類をメールやアプリで連絡してくれるサービス

税金や上下水道料金等が、コンビニエンスストア

で支払いできるサービス

通学路の危険箇所通知サービス

通行車両に対する道路情報の提供サービス

交通安全設備の情報提供サービス

わからない

その他

無回答

n=647
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ビス 

 

 

問１４ 【すべての方におうかがいします】 

あなたは、マイナンバーカードを持っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

問１５ 【マイナンバーカードを持っている方におうかがいします】 

39.9

32.8

14.5

10.7

2.3

31.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

複数の申請手続きを行う際、同一項目（名前

や住所など）は、自動で記載してくれるサー

ビス

自宅パソコンなどで事前に申請書類を記入

して送付し、修正や受取だけを役場で行う

サービス

役場に行く前に申請窓口の混雑具合がイン

ターネットで調べられるサービス

わからない

その他

無回答

n=647

マイナン

バーカードを

持っている

28.9%
マイナンバー

カードを持って

いない

66.5%

マイナンバー

カードを知らな

い

0.3%

無回答

4.3%

n=647
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あなたが、あると良いと思うマイナンバーカードのサービスや活用方法お答えください。 

 

 

問１６ 【マイナンバーカードを持っていない方におうかがいします】 

あなたが、マイナンバーカードを持っていない理由をお答えください。 

 

 

 

 

 

 

問１７ 【すべての方におうかがいします】 

57.8

36.9

36.9

25.1

19.3

12.8

4.8

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

役場の窓口へ提出する申請書に氏名や住所の記

入負担を軽減するサービス

健康保険証との兼用

住民票や課税証明書などを、コンビニエンスストア

で受け取れるサービス

町内で買い物や公共施設の利用などをすると、ポ

イントが付与される、又は利用ができるサービス

図書館など公共施設の利用カードをマイナンバー

カードに一本化できるサービス

わからない

その他

無回答

n=187

65.1

42.6

37.2

33.0

11.4

3.0

1.2

2.3

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

他の証明証などがあるため必要性がない

使い道がなさそうと感じている

個人情報が漏れそうで持つのが怖い

手続きが面倒、時間がない

これから作る予定

作りたいが、方法が分からない

マイナンバーカードを知らない

わからない

その他

n=430
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あなたが、防災・防犯分野の情報を入手している（入手しようと思う）方法をお答えください。 

 

 

問１８ 【すべての方におうかがいします】 

公開した方が有用（良い）と思われる、オープンデータはありますか。 

 

 

問１９ 【すべての方におうかがいします】 

62.6

59.5

58.0

24.1

19.0

16.7

9.7

9.4

1.9

1.7

8.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

テレビ

エリアメール・緊急速報メール

防災行政無線（屋外放送）

ラジオ

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブッ

ク）、twitter（ツイッター）など）

町のメール配信サービス

町のホームページ

防災行政無線（屋内放送）

わからない

その他

無回答

n=647

48.4

43.0

41.4

30.0

22.9

19.8

13.4

10.4

10.2

8.2

6.0

0.9

7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

町内の危険個所や災害データ

安心・安全に係る情報（防犯データなど）

公共施設、医療機関などの施設情報のデータ

ごみの分別状況や地域収集日などのデータ

観光・イベントに係るデータ

申請、届出、許認可に関するデータ

町内の地質データ

町で計測している環境情報のデータ

市川三郷町の人口や世帯数分布データ

特にない

わからない

その他

無回答

n=647
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あなたは、インターネットなどが普及していることに、不安を感じていることはありますか。 

 

 

 

61.7

37.4

32.3

25.7

23.5

17.2

10.7

10.0

5.9

0.9

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

個人情報の漏えいにより、不正に利用され

てしまうのではないか

有害情報などから子供たちが悪影響を受け

るのではないか

情報が氾濫し、振り回されるのではないか

自分自身の情報セキュリティ対策をどのよう

に行えばよいかわからない

インターネットが使えないと新しいサービスを

受けられないのではないか

通信費用が家計を圧迫するのではないか

特にない

地域の人間関係が疎遠になるのではないか

わからない

その他

無回答

n=647
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